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令和２年度  第３回  

京都市持続可能なまちづくりを支える税財源の在り方に関する検討委員会  

 

日  時  令和２年１２月２５日（金）   

午前１０時００分～正午     

場  所  消防局本部庁舎７階作戦室    

 

○事務局  

  おはようございます。それでは，委員の皆様方全員にお揃いいただきました

ので，ただ今から，第３回京都市持続可能なまちづくりを支える税財源のあり

方に関する検討委員会を開催させていただきます。  

  私は，事務局の京都市行財政局税務部長の林でございます。委員の皆様方に

おかれましては，大変お忙しい中，御出席いただき，誠にありがとうございま

す。  

  はじめに，第１回及び第２回の検討委員会を欠席しておられた委員の方を改

めて御紹介させていただきたいと思います。  

  特別委員に御就任いただいております，奈良県立大学地域創造学部教授，佐

藤由美委員でございます。  

○委員  

 ２回欠席いたしまして申し訳ありませんでした。事務局からは，大変詳細に

説明をいただいております。どうぞよろしくお願いいたします。  

○事務局  

 また，本日，特別委員の公益財団法人日本賃貸住宅管理協会京都府支部長，

櫻井啓孝委員におかれましては，リモートでの御出席となります。  

  それでは，会議の成立に必要な定足数について確認いたします。  

  本日は，常任委員の総数８名全員に御出席をいただいております。委員総数

の過半数を超えることから，本検討委員会規則第３条第３項の規定に基づき本

日の会議が有効に成立することを御報告させていただきます。  

  また，本日の会議は，京都市市民参加推進条例第７条に則り公開といたしま

す。傍聴席を設けるとともに記者席も用意しておりますので，御了解いただき

ますよう，よろしくお願いします。  

  記者をはじめ，傍聴される方へのお願いでございます。写真，テレビカメラ

の撮影につきましては，議事運営の都合上，具体的な審議に入る前までとさせ

ていただきます。御協力をお願い申し上げます。撮影を控えていただく際には，

改めて御案内させていただきます。  

  また新型コロナウイルス感染症対策といたしまして，マスクを着用するなど，

咳エチケット等を心がけていただくとともに，咳や発熱などの症状がある方は

傍聴を御遠慮いただいておりますので，改めてお知らせいたします。  

  それでは，委員長に議事の進行をお願いしたいと思います。どうぞよろしく

お願いいたします。  
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○委員長  

 それでは，本日の議事を進めていきたいと思います。  

  最初に，本日の議事の内容について，席上に配付させていただいている資料

の一番上の次第に沿って簡単に確認をさせていただきます。  

  本日は，議事の２に記載されているとおり，「セカンドハウス所有者等への

適正な負担の在り方の検討」，その中でも特に負担を求める手法及び考え方の

具体策に関して議論をお願いしたいと存じます。  

  それでは，本日の議事に入ってまいります。  

  記者をはじめとする傍聴されている方につきましては，以後，写真，テレビ

カメラでの撮影をお控えいただきますよう，よろしくお願いいたします。  

  次第の２，議事の「セカンドハウス所有者等への適正な負担の在り方の検

討・負担を求める手法及び考え方の具体策に関する議論」を進めてまいります。  

  第２回の検討委員会において委員の皆様からいただきました御意見等も踏ま

えて，法定外税として新たな税を導入する場合の負担を求める理由を改めて整

理させていただきました。それとともに，京都市における今回の検討内容の位

置づけを確認した上で，具体的にどのような対象に，どのような手法で負担を

求めていくかについて様々な御議論を頂戴したいと存じております。  

  それでは，お手元の資料の３から資料の６によって，事務局から説明をお願

いいたします。よろしくお願いします。  

（事務局から資料３～資料６を説明）  

○委員長  

 詳細に御報告をいただきました。その上で議論をお願いする時間との関係も

ありまして，資料が結構多いので，結果的には絞り込んだ資料で御意見を頂戴

できればと思っています。資料の３～６のうち，おそらく一番包括的に，本日

議論をお願いしたい部分を示しているものは，基本的には資料の６番目になり

ます。  

  しかも，その中で，一目で分かるものとして，資料６の３ページに，「現時

点で想定している制度案」と書かれているＡ４の１枚ものの資料がございます。

こちらを御覧いただきながら，本日議論していただく，あるいはいろいろな御

質問や御意見を頂戴したいと思っています。  

  それで言いますと，一つは，この「負担を求める理由」ということで，資料

４から引っ張ってきた（理由１），（理由２）と書いているもの，こういった

理由に着目して制度を考えるという，この方向性でよいのかという点がおそら

く一番目の論点になるだろうと思います。  

  二つ目は，もし，そのような方向性で，しかも税を用いるとするならばとい

う前提なのですけれども，その場合の課税の対象と程度，これは，この項目で

言いますと「納税義務者」，「課税対象」，「課税免除」，特に「課税対象」，

「課税免除」という項目は，税で進めるとする場合の課税の対象と範囲，程度

となっており，これが大きな２つ目の問題になってくるだろうと思っています。  

  また，次に大きな３つ目は，本日御報告いただいた点で言いますと，特に負
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担の範囲の問題とか，あとネーミングの問題で，小さな点で言いますと，その

一つは，市街化区域以外の地域を対象にするかどうか，その２は，京町家の課

税免除の範囲をどうするか，その３は ,ネーミングとして，今まではセカンド

ハウス云々ということをずっと使っていましたけれども，もしこういった方向

で進めていくとするならば，より実態を表す適切な表現というのはどういうも

のであったほうがいいのか，ということに関してお考えを頂戴したい，これが

３つ目です。  

  ４つ目なのですが，これはひょっとしたら，ちょっとテクニカルな面があっ

て分かりにくい点があるかもしれないのですけれども，別紙１－１や別紙１－

２で，仮に税という方向で進めるにしても，４つの案がありますよと言ってい

て，しかも，４つの案が個別具体的にこういったケースの人にはこのような影

響がありますよ，という，制度をつくる際の技術というか，大きな組立てにつ

いての考えうる考え方が一定示されています。  

  もちろん，こちらに関して関心がおありの委員とか，あるいは，やはりこう

いったものに関して御意見のある委員は積極的におっしゃってもらえればと思

っています。  

  今，私なりに整理をしましたように，本日議論していただく内容は大きくは

４つ程度となります。つまり，１つは，「負担を求める理由」は本当にこれで

よいのか，ということ，２つ目は，仮に税という方向で進めるとした場合の課

税の対象と範囲，程度というのはこのような考えでよいのか，ということ，３

つ目は，その他で，少し個別具体的に，市街化区域以外をどうしますか，京町

家をどうしますか，ネーミングをどうしますか，ということ，４つ目は，さら

にもう少し技術的な問題で，別紙１－１，別紙１－２に書いているような４つ

の制度設計の方向等について，御意見や御質問があればお願いしたいというこ

とです。  

  もちろん，今私が仮に整理をした４つ全てに別に限定されませんし，何なり

とおっしゃっていただいていいと思います。しかも，第１についてはこう思う，

第２についてはこう思うというように，この４つのすべてについて必ず発言し

ないといけないとは考えていただかなくて結構です。そこは，それぞれの委員

の関心，問題意識等に応じて御自由に発言をしていただきたいと思います。  

  さしあたり時間の関係もありますので，従来私がお願いしていたように，と

り急ぎひととおり委員の皆様に御発言をお願いして，そうすると少しウォーミ

ングアップもできると思うので，いろいろな御意見が出てくるかと思います，

そういった形で進めさせていただきたいと思っていますが，よろしいでしょう

か。  

  では，基本的にこの名簿の順に沿って，今申しましたようなこと等を中心に，

少し御意見，あるいは御質問をお願いしたいと思っています。  

  では，最初に，お願いいたします。  

○委員  

 事務局の皆様，御説明ありがとうございました。  
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  委員長から論点の整理をしていただきましたので，私からはそれに沿ったよ

うな形で，できるだけ端的にお話をさせていただきたいと思います。  

  まず，「負担を求める理由」ということですけれども，私自身は，この２つ

の理由というのはこれまでの議論を踏まえたもので，ふさわしい「負担を求め

る理由」，課税根拠ということになるのかなと認識しております。  

  ただ，（理由１）と（理由２）というのは若干性質の違うものでして，一つ

はやはり政策課題，京都市が抱えている政策課題の解決ということが一つ，そ

れから，（理由２）というのは，新たに負担を求めるということですので，費

用負担の考え方として，（理由２）があるのかということで，この両者がある

ということが私は重要だと思います。  

  もう一つ重要なことは，この２つの理由の大目的として，京都市の持続可能

な発展という，京都市というまちを発展させるためにこのような理由で負担を

求めるという，これが本当は大事なのだろうと思います。何のためにやるかと

いうことを考えたときに，まずそれが大目的としてあるのではないかと思いま

す。  

  それから，２点目は，範囲ということでしたけれども，課税の範囲というか，

それから程度ですかね。これは３点目の話とも関わってくると思います。  

○委員長  

 そうですね。  

○委員  

 例えば，委員長に例示していただいたのが，市街化区域以外をどうするのか

というお話であったのですが，これは，やはり京都市が目指すまちづくりの方

向と整合的なものを選択するということになるのではないかなと思います。  

  例えば，コンパクトシティというものを明示的に目指すということであるな

らば，そういった考え方に基づいて範囲を決めるということになるでしょうし，

いや，そんなことはないのだと，先ほどもちょっと例示されておりましたけれ

ども，市街化区域以外にも居住を求めるというような，そういうこともあるの

だということが参考資料のところに触れられていたような感じがしますので，

そのあたりとの兼ね合いで考えていく，ということなのかと思います。  

  それから，今２点目，３点目をセットで申し上げたのですけれども。４点目，

これはかなり複雑な案がいくつか並んでいて，なかなか難しいところだと思う

のですが，資料でいいますと別紙１―１で並べていただいているものですが，

やはり，個人的には，この目指す税制度が，先ほど申し上げた政策課題の解決，

居住の促進だとか，土地や建物の有効活用だとかという，この政策効果が一定

認められるというもので，かつ，ただ税制であるので，やはり公平な負担とい

うものを求めるような形になっているものを我々は選択すべきではないかと思

うのです。  

  その意味では，具体的に申し上げますと，【案１】というのは，担税力に見

合った負担を求めるということで，課税の公平感に最も適うと私は理解をして

います。  
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  それから，現在の固定資産税と同額となるということが，その別紙１－１の

検討事項の２点目，２行目のところに書かれていまして，これがこれまでの２

倍の負担になるとのことです。この２倍というものが過重な負担かどうかとい

うことは，検討が必要なのですけれども，これはしかし裏を返せば，政策効果，

つまりインセンティブの効果が非常に高いということを意味しているわけです。

この税が何のためにあるのといえば，空き家をできるだけ減らして居住を促進

していき，誰かに住んでもらって住民税や固定資産税をしっかり払ってもらう

という，そのようなことだということですので，ある程度，今申し上げた政策

目的が果たせるような強いインセンティブを求められるということを考えたと

きには，負担の重さについては，議論はあるのだけれども，一定負担の重さが

ないとそもそも政策目的を果たせない，というところをどのように考えるかと

いうことであると思います。  

  先に【案３】や【案４】というところにいきますと，やはり逆進性や担税力

に見合った負担を求めることが困難ということであります。これは，もう完全

に公平な負担という観点からすると，よろしくない税ということになってしま

いますので，そうなると，選択肢としては【案１】や【案２】というところが，

本来この税が目指すべき方向性なのかと，個人的には思っているところです。  

  差し当たっては，この程度にさせていただきたいと思います。  

○委員長  

 どうもありがとうございました。  

  では，続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 よろしくお願いします。  

  まず，論点のところを，委員長からお示しの部分についてということですが，

理由については，書いてあるとおりで，１回目，２回目のお話をした流れで問

題ないかと思っております。  

  対象と範囲なのですが，専ら居住の用に供する者のない住宅の所有という，

そこの所有というところにもし着目するのであれば，課税対象というのは，で

は賃貸業の方の所有されているものも入るのかなと，そこをどうするかだと思

います。例えば，売却予定，賃貸予定で１年程度の猶予期間はあるようにしま

しょうかという制度設計が書いてあるのですが，専ら居住の用に供する者のな

い住宅の所有なので，どう考えるのがよいのかについては，読んでいて少し疑

問に思ったところです。  

  市街化区域等に限定しますかという話もありましたが，そこは，制度設計を

どう組んでいくかは他の専門委員の方の御意見も伺いたいなと思っているとこ

ろです。  

  京町家については，条例に定めるものであったり，京町家カルテを発行して

いるところはよいということであったり，考え方が様々あるかと思います。こ

れも，やはり専門委員の方の専門的見地からのお話を聞きたいと思っています。  

  名称は，居住者のない住宅というふうな明確な言葉が出ているので，これに
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すると条例としては一般的に分かりやすいかと思っています。あまり難しい漢

字を並べてしまうと，結局何が何か分からないということになるので，その辺

りも分かる名称になるといいと思っておりました。  

  政策目的の税の制度だと思いますので，時限立法になってくるのかどうかと

いうところも少し気にしていまして，というのは，政策目的ということは，そ

の目的がカバーできればできるほど，税収としては，本来これは下がっていか

ないといけないはずのものであると思いますので，では，どういった目標にな

れば，もうこの制度はやめましょうということがあるのか，恒久的にやるのか，

目標をどうするのか，というところは，ある程度市民の方にお示ししないと，

なかなか納得の得られない話になるかもしれないと思っています。  

  別紙の話なのですが，私は，上から見ていって，【案４】の例８，床面積×

立地係数がよいということを，初見で思いました。広さは当然，田舎の方に行

けば広かったり，別荘になれば広かったりということがあると思うのですけれ

ども，立地係数をかけてそれで傾斜がつくならば，そういう考え方もあるので

はないかと思います。  

  他のものがやはり固定資産税評価を軸にしているので，そういう意味で，で

は固定資産税の税率を上げればよいのではないかという話にならないかという

ことを感じたので，例８が比較的よいかと思っています。  

  そうすると，別紙１－２のこの事例のところ，では事例９の農家を相続した

人で広い家を持っている人はどうしてくれるのか，ということなのですが，こ

れはもう，制度設計の話なので，今議論する話ではないかもしれないのですが，

例えば，農協にここの農家を相続しましたよとなると，農業相続人という地位

になって農協の地位を受け継ぐみたいなことはあるのですが，そういった人で

あれば，本当に農家をするのですね，では，課税は免除しましょうとか，その

ような本当の所有されている目的が個別具体的に判断できるような基準もでき

るとよいと思います。  

  駆け足でお話させていただきました。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

 続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 あまりに広範囲なので，まとめて順序立ててお話しできる自信がないのです

が，「負担を求める理由」については，随分明確になってきたと思います。初

め思っていたこととは少し違う方向にはなったとは思うのですが，居住を推進

するということが明確になったので，それは理解が得やすいかと思います。  

  私はまちづくりをやっていて，住民票を移さず住んでいて，町内会にも入ら

ず，まちづくりにも参加せず，インフラなど社会的なことを享受しているだけ

のフリーライド的な人は何とかしないといけないという気持ちがあります。  

  この制度の順序を見ていて，この税は居住実態がない家に対してかかってく
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るということになる，でも，それを洗い出すためには，そこに住んでいるかど

うかという実態の調査をするということになり，そういったことを調査したら，

住んでいるが住民票を置いていない，市民税を払っていないものが明確になっ

てきて，その人に対しての市民税を請求することができることになるので，そ

れは別の意味で，税を公平に徴収できることになるのではないかと理解しまし

た。  

  あとは，対象ですが，市街化調整区域という京都市の制度上のところ，建て

ないという方針であるということが大前提のところにかけるというのは，やは

りおかしいと思います。そういったところに居住促進したいという方もすごく

多くて，地区計画だとかそういう制度もありますが，それはすごく大変です。  

  それは，そういった制度をもっと簡素化して建てられるようにしてからの話

で，そういった制度ができておらず，市街化を調整するのだと言っている以上

は，そこに課税するのは難しいのではないかと思います。  

  京町家に関しては，積極的に改修して市場に出していこうということを促進

するので，町家にこそかけるべきであると思います。そんなにかかるのであれ

ば壊してしまおうかという，逆効果になるとちょっとまずいのですが，それは，

その他の京町家を改修している，活用していくことへの支援を充実させて，不

良ストックを活用するか，もしくは建て直していく方に，京町家の定義でいう

と，戦前に建った建物全部京町家で，ほとんど形が残っていなくても，もう火

袋もなくなっていても坪庭があるとか，少しあるだけでも，これは京町家とな

り，積極的に活用するときは，「これは京町家ですから直せます。元に戻せま

す。」と言いますが，不良ストックで手もつけられないようなものは，この税

を使って改善していく。それは，やはりまちの安全・安心，防犯だということ

に関しても有効ではないかと感じました。  

  税収についてはなかなか難しく，私は判断しかねています。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 委員長がおっしゃるように，この３ページというのは確かにポイントですの

で，私が特に強調したいのは，「負担を求める理由」ということで，（理由

１）と（理由２）を整理してもらった，これは極めて重要なことですので強調

したいのですが，（理由２）というのは居住者のない住宅に関わる受益や社会

的費用に見合った負担を求めるためであると。これはもっともで，何度も議論

が検討委員会の場でも出ました。これを忘れてはいけないと強く思います。  

  何が言いたいかといいますと，前回も同じようなことを申し上げましたが，

今回課税して何を目的にしたいのか，住んでください，居住促進ですと，これ

はもうほぼ全員が合意しているわけです。分かりました，では，今回課税され

て，税が例えば１０万円余分にかかっていたとして，そこに居住するようにな
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れば，その１０万円は払わなくてよくなる，そういう税制です。  

  そのときに，居住するようになれば市民税がかかるわけです。その市民税は

いくらですかということを考えなくてはならないと思います。それが，仮に例

えば３万円とすれば，居住していなかったら１０万円で，居住したら３万円，

つまり，京都市の減収になってしまう。政策を実現したのに減収になってしま

う。  

  なぜそのようなことにこだわるのかといえば，それは，よく考えてみれば，

（理由２）に反しているのではないかと思うのです。要するに，社会的費用に

見合った負担を求めるとは何かといえば，市民税なのですから，市民税以上の

負担をかけてしまうことにならないかと思うのです。この論理矛盾は，私は極

めて重要だと思います。つまり，担税力や公平性という議論に引っ張られるあ

まり，この（理由２）をおろそかにするような制度設計であってはいけないと

私は強く思います。これが一番強く思うことです。  

  それから，市街化調整区域についても，委員がおっしゃったとおりであると，

私も思います。そこに居住を促したいというなら調整区域をやめ，市街化区域

にすればよいと思います。ところが，例示されているのは花背だとか，風光明

媚な，いわゆる過疎問題であります。何もかも一緒に解決しようなんて考えは

やめましょう。我々は，今はあくまで，中心市街地の居住のない住宅の問題に

焦点を当てているのに，そこに過疎地の問題も一緒に同じ税制で解決するとい

うことは断じてやめるべきであると思います。したがって，市街化調整区域は

全く想定外です。  

  京町家は委員がおっしゃったように，非常に難しいですね。私も迷っていま

す。  

  したがって，結論は，別紙の１－２，この表が私は一番重要だといただいた

ときから思っていましたが，今，申し上げたことをもう一度，念のために申し

上げておきます。  

  【案１】，あるいはその改定，いずれであっても，田の字地区，御所の西側

の立派なマンションのようなイメージの物件，そこは２０万円とか４０万円で

す，ところが，伏見区のマンションは３万５，０００円ですと，これは担税力

に見合っているとのことですが，先ほど申し上げたように，市民税にそれほど

差があるか疑問です。そこは少し冷静に考えておかないといけないということ

が一番申し上げたい点であります。  

  そういったことからいうと，事例８，山科の狭小住宅，これは確かに狭小住

宅で築５０年も経っていますから，非常に住みづらいところかもしれませんが，

ここは７，０００円であると，でも，おそらくここに人が居住すれば，市民税

はこれよりも高くなると思います。  

  ですので，額だけでいうと，私は【案４】が優れているなと思いました。

【案４】にもいろいろ問題があり，特に事例５が気になるんですが，基本的に

は，【案４】のようなイメージでないと先ほど言った（理由２）に我々が明記

しようとしている（理由２）に反することになるのではないかということを一
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番強く意見として申し上げます。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 詳細な資料をありがとうございます。  

  理由については，もう皆様がおっしゃったことなので言いません。この２つ

の理由は大切で，ほぼ共通理解があるので，このままでよいかと思います。  

  課税対象，課税免除の部分ですけれども，委員がおっしゃったように，課税

対象を居住実態の有無によって判断するということであれば，住んでいない人

にはこれを払ってもらって，住んでいる人には市民税を払ってもらうというこ

とで取りこぼしがないようになっているので，それでよいかと思います。  

  課税免除になると考え方が結構難しいと思っていまして，固定資産税の評価

額が２０万円未満のものを，例えば免除しようということになっているのです

が，これは先ほどから出ています古い京町家などを一体どのように扱うのかと

いうことが少し難しいと思います。とても住みたくないような古い町家長屋み

たいなものもあり，住んでいない，ただ，評価額としてはもう１０万円ぐらい

になっているという場合に，そこに課税しないと，結局そのままでいいよとい

うことになってしまいます。固定資産税とは目的が違うので，やはりわずかで

あってもそこに課税するという委員の意見がありましたけれども，私はどちら

かというと賛成です。  

  市街化調整区域については，課税しない方がよいのではないかと思います。  

  賃貸や売却予定の場合の免除期間についてですが，これは専門家の先生に１

年か２年で決めてもらえばいいかと思います。  

  具体的な新税の設計なのですが，別紙の１－１で，案が１から４まで，それ

ぞれ例が１から８まで例示されているわけですけれども，これが，委員のおっ

しゃったように，やはり目的性から考えると，【案１】や【案２】がベースと

なるのではないのかと考えます。【案３】は，フラットですが，嵐山の別荘と

潰れかけた町家長屋が同じ税金では納得し難いかと思います。  

  【案４】も同じことで，築年数が古いが広いまちなかの家と，狭いけれどい

わゆる億ションのような立派な家が逆の税額になってしまうということがあり

得るため，無理があるのではないかと思います。そうなると，やはり【案１】

や【案２】としなければならないのですが，【案１】の場合は不同意要件に抵

触するとなってくると，これは無理という話になってくるので，消去法的に

【案２】をベースに考えるしかないのではないのかなと思います。問題は，こ

の固定資産評価額とこの階層をどう区分していくかというところに尽きるので

はないかと私は印象的に思っています。  

  立地係数はかなり難しいです。ですので，立地係数の考え方と京町家の扱い

がおそらく難しいかなというところです。  
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  名称については，私は，もうそのものずばりの名称で，漢字ばかりでもよい

かなと思っています。後でニックネームをつけてもよいですし。そのような感

じでよいかと思います。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 課税対象と範囲について，少しお話させていただきます。  

  市街化区域外については，現時点であまり居住のニーズが少ないことを考え

ると，ただ行き来が少なくなってしまうだけで，居住を推進することにはなら

ないのかなと考えている一方で，そういった場所でも居住を推進したいと思っ

ている場所もあると思います。  

  先ほど，そもそも一つの税で解決することが難しいという話があったように，

確かにこの税制のみで全てを解決する必要はないのかなと感じました。  

  京町家については，私も専門的なお話を伺いたいと思っているのですけれど

も，一部では，飲食店や宿などに活用されているところもありますし，そうい

った活用方法も考えた上で促進できるような仕組みとして，税を用いるという

ことはよいことではないかと思っています。  

  また，ネーミングについては，例に挙げてくださったような言葉の方が，セ

カンドハウスよりもミスリードを起こしにくく，よいと思ったのですが，先ほ

ど委員がおっしゃったように，キャッチーで１度聞いただけで分かるような名

称にした方が認知度も上がり，意識も上がると思うので，通称のようななもの

を付けるのもよいかと思いました。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，特別委員の先生方に御意見を頂戴したいと思います。  

  最初に，お願いいたします。  

○委員  

 先ほど委員の方からかなり意見が出ているので，ほぼ同じような意見になり

ますが，納税義務者にしろ，課税対象にしろ，目的を今回整理していただいた

ので，自動的に委員がおっしゃるように，政策的な目的から決まっていくと考

えております。  

 先ほど来出ている市街化区域の件に関しましては，やはりどこに住んでいた

だきたいのかという観点で決めるべきですので，居住地域というものを立地適

正化計画で京都市が決められていますので，それを中心にしてはどうかと思い

ます。  

  市街化区域になると，いわゆるレッドゾーンなどの危険なゾーンも入ってし

まいますけれども，そこには住んでほしくないわけですから，居住を促進した
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いという理由にフォーカスするのであれば，居住誘導などに絞ったほうがいい

のかと，現時点では考えています。  

  それから，課税免除に関してですが，固定資産評価額が２０万円未満のもの，

京町家でも古いものは多分こういったものが多いかと思うのですが，実際は，

多分課税して有効活用していただいたほうがよいのでしょうけれど，徴税コス

トとの見合いということも，一方であるかと思いますので，その把握の方法が

どうなのだろうという，テクニカルな部分が気になったところです。  

  あと，事例ごとに想定される負担の程度というのを見せていただいたときに，

少し細かいことになりますが，事例６で，倉庫として使用されているものにつ

いても税金を負担してもらうということがあるのですが，何らか利用している

ものについては課税対象から外してあげたらどうかと思います。全く放置され

てしまって使っていないものこそ使ってほしいのであって，別に倉庫でも，今

は貸倉庫業とかレンタルの倉庫とか，トランクルームという活用方法もありま

すので，何らか事業的でなくても御利用いただいているのであれば，建物は管

理しているという整理は考えられないのかということを思いました。  

  あとは，【案３】になると，今度はこれは徴税コストをオーバーし，費用が

課題になってしまうので，現実的に難しいかと思います。  

  【案４】になりますと，普段支払っている固定資産税額を超える負担を求め

るのが，納税者から納得していただけるのだろうかという話がありまして，あ

と，払えるのかというところが気になりました。ですので，【案１】か【案

２】にいくのだろうなと思っています。  

  あとは，土地の評価額を反映させるとか，立地係数を反映させるのかどうか

というお話を御説明いただきましたけれども，【案１】の例３で，固定資産評

価額を使うという方法を御説明いただいたのですが，では借地はどうするのだ

とか，結構ややこしいなと話を聞いておりました。確かに，不動産は土地と建

物が一緒になって効用を発揮するものですので，土地についての個性を何らか

反映させるということも一つの方法かと思うのですけれども，ここで問題にな

っているのは，管理不全空き家のような管理が悪いもので，周辺のコストを増

加させないような政策も取りたいということがあったかと思うので，より建物

にフォーカスしたほうがよく，それほど土地に関する厳密な評価までを要しな

いのではないかということが一つあります。  

  あとは，路地奥とか，かなり不整形とか，規模が大きい土地にポツンと一軒

家が建っているとか，そういうものに関して土地の個性をどう評価させるのか

というのは難しいかと思いますので，そこまでは正直必要なく，もしやるので

あれば，居住誘導の考え方に立って，市も上京みたいな地価が高いところへの

立地係数を反映させる，あるいは，山科のように売りたくても売れないという

ことであれば，逆にマイナスの係数をかけてあげる等しなければ，課税免除で

売却なり賃貸を考えているものは１年ぐらいは待ってくれるということなので

すが，１年たっても売れないものも結構多いかと思います。不動産の仲介，宅

建業の方からお話があるかと思いますが，そういったものをどうしていくのだ
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ろうという思いもありますので，平均価格を割り込んだ場合は，もう１ではな

くて，居住誘導でも売却が難しいエリアはマイナスの係数というものも考えた

方がよいかというのことは，技術的なことですが思ったところです。  

  私からは以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 現時点で想定している制度案について，色々と意見を述べたいと思います。  

  「負担を求める理由」などは議論されている内容で進めていってよいと思う

のですが，できる限り課税免除を減らすべきだと考えております。これは，課

税逃れをする人が非常に増えるという考えからです。我々は不動産業界なので，

こうしようと思っている，どうだというところがあろうかと思いますので，こ

の課税免除という，資料６の３ページです。この中に，例えば京町家というも

のが非常に優遇されているように感じるのですが，これは何か優遇している理

由があるのかと思います。守らないといけない理由はあると思うのですけれど

も，これを免除するというのはあまり理解できないと思っております。  

  また，賃貸または売却を予定しているもの，これは，予定していると言えば

税金が要らないということになるわけなのですが，この内容を見ていると。そ

れが１年程度という期限も設けてあるわけです。この１年程度を見ながら請求

していくということも非常に大変だろうと思っておりますので，ある基準日を

決め，その日に住民票がないという，少し厳しいかもしれませんけれども，そ

れがもう課税の対象になるという整理でよいかと思います。  

  逆に，賃貸物件などで現実にお住まいになっているけれども住民登録されて

いないという方がおられると思いますが，これも所有者の責任で，例えば３箇

月以内に住民登録をしていただいて送っていただくと，それを送らないのであ

ればもう課税だというように，ある程度もう明確な仕切りをもっていかないと，

役所の担当者の方が悩むだけになるので，明確な理由を持った期限をつけてい

くような課税免除の項目にされてはいかがかと感じております。  

  それ以外の意見については，皆様と非常に似通ったところになりますので割

愛させていただきます。私は，課税免除を明確にしていくべきではないかと考

えております。  

  以上でございます。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 これまでの議論とは違う話をしてしまうかもしれないのですが，私は，都市

計画マスタープランとか，住宅マスタープランとか，策定の関係の審議会に参

加をしておりまして，そちらの観点からということで意見を述べさせていただ



 

－ 13 － 

きたいと思います。  

  そこでも同じように，やはり京都の持続可能性をどうしていけばよいのかと

いう議論をそれぞれの分野で行っております。共通しているのが，京都の場合

は都市空間そのものが京都らしさを示しており，これをきちんと保全して継承

していくことが，都市京都の持続可能性に繋がるのだという，そういったスタ

ンスが原則としてあるということです。  

  そういった観点からすると，私は個人的には，住宅という私有財産の懲罰的

な課税をするということについてどうなのかとずっと疑問に思っています。理

由に挙げられていた，例えば（理由１）について見ても，若い人達が出て行っ

てしまう理由というのは空き家が活用されていないことだけではなく，むしろ

都市計画の審議会では，大規模な開発がないこと，京都にはなくて市外に大規

模な開発があり，そこに派手な広告があるので，それに若い人達が興味を持ち

買われていくので，京都にそもそも大規模開発がないことが問題なのだけれど

も，それも京都のもっている都市空間の特性ということからやむを得ないと思

います。  

  そうであれば，やはり空き家のようなものを上手く活用していかなければい

けないということは，共通の課題として持っているのですが，それをしなけれ

ばいけないというこの（理由１）のような直接的な言い方まではおそらくでき

ないのではないかと思います。むしろ，働く場をきちんと整えろとか，そうい

った意見のほうが多かったと記憶しております。  

  （理由２）の方は，京都だからということではなく，オールジャパンの課題

でもあるので，これを京都で言って京都市の税制に反映していくということが

本当によいのかというところは少し疑問に思っているところであります。  

  そういった意味で，理由のところが，我々の領域から見ると，不思議な感じ

といいますか，違和感があります。  

  具体的には，例えば資料５のところに，住宅政策における現在の空き家対策

の図が示されておりまして，現在，何らかの強制的な方法が取れるものとして

は，空き家の特措法を使った③の管理不全空き家対策というのは，代執行まで

含めた取り組みができ，これがあって初めて自治体ができるということになっ

ているのですけれども，従来の住宅政策は②までとなっております。今回の課

税が②と③の中間的な位置付けになってくるとすると，この空き家対策という

現行の政策から見ると，その管理不全になる空き家を予防していくと，空き家

対策としてはなるわけです。こちらの意味が居住誘導ということで，さらにそ

こから進んだステップとなっており，空き家をなくしていけばイコール居住誘

導になるわけではないので，このステップをきちんと他の手順で埋めていかな

ければいけないと思います。それが，ここでいう②や①のような誘導的なもの

をやっていかなければいけないのだろうと思います。  

  もし，この課税をするとなった場合であれば，例えば，相続放棄に対してど

う対応するのかとか，あとは買い取ってくれとか，借り上げてくれという要求

が当然市民から出てくるのではないかなと思います。そういったものに対して
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どのような施策を行っていくかということがあり，都市計画的に見て，課税の

効果というものがどの程度期待できるのかというところがあります。  

  そういった点で，先ほどの論点でいきますと，課税の対象範囲ということも，

管理不全家屋を予防するという視点を入れていかなければいけないだろうとい

うことや，課税の対象としては，資料６の１３ページに，今例えば２０万円と

いう評価額で切った場合であれば，昭和２５年以前の木造建築は１万２，００

０戸ぐらいはもうこの下でということになってくるので，それ以降のものでそ

れ以上の価値のあるものについては，なるべく京町家のカルテを作成してもら

い，それを免税の条件にしていくということも必要かと思います。これは京都

の持続可能性に非常に大きな意味を持っているので，きちんと保全していくも

のに対しては課税をしないという明確なメッセージを出すべきかと思います。  

  同じ表の中でいくと，分譲マンションの評価額２００万円，３００万円から

５００万円ぐらいというところがボリュームゾーンとしては大きく，比較的新

しいマンション，ファミリー向けマンションみたいなところがこれに該当して

きます。もちろん，投資用のものも含まれているかもしれませんが，例えばフ

ァミリーで居住していて，転勤になった，住宅ローンもあるし，いろいろなマ

ンションにかかるコストも払いながら転勤してしまった場合には，さらにそこ

に課税されると思うと，それは若い人達の居住の継続にはマイナスになるのか

なと思います。それで売却して出て行ってしまうと，若い人達がまたいなくな

るということにも繋がるので，その辺りは，空き家というものは色々な条件が

あり，それだけで居住誘導していくということに対しては，ロジックをきちん

と整えなければいけないと感じております。  

  最後の別紙について，この管理不全を予防するという観点からすると，【案

４】にかける管理状態のような，管理状態の悪いものに対しては課税しますと

いうことであれば，現行施策の流れには乗りやすいものにはなるのですけれど

も，単純に一律かけるとか，面積だけでかけるということは，あまりよろしく

はないだろうと感じますし，【案１】や【案２】では，要するに固定資産税の

不備なところを補っていきましょうというメッセージに聞こえるので，それに

果たして市民の理解が得られるのかというところは疑問に思っております。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

よろしくお願いいたします。  

  もう皆様から色々意見も出ているところですけれども，「負担を求める理

由」と「納税義務者」については，こちらの資料のとおりでいいかと思ってお

ります。  

  課税免除につきましてですけれども，私は京町家のボランティア活動，保全

再生活動もしておりますし。また，京町家自身が京都市の一つの観光財産であ
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り，特徴でもあると考えていますので，全ての京町家を免除ということは不適

当かもしれませんけれども，少なくとも京町家条例の指定地区内の京町家につ

いては，免除をすることを前提に，負担の求め方の案が１から４まであります

けれども，例８ですね。例の８のような形の土地のケースも利用する形がよい

のではないかと思います。  

  もう一つの理由としまして，やはり徴税のしやすさということが大事かと思

いますし，また，土地の係数を加えることによって市民感情というか，納税者

の方への理解も進みやすいのではないかと考えております。  

  それから，今週ちょうど空き家相談で３軒の相談者の方とお話を市役所でし

てきたのですけれども，その中で，大原野の調整区域を昭和４６年頃に新築で

購入された方からの，売却したいけれども売却できないという悩みの御相談，

そしてまた，賃貸にするにしてもなかなか賃貸のニーズもなく，直すための費

用がかかってしまうということで，補助金の制度も調べたのですけれども，流

通するためには６０万円程度，京町家の場合は９０万円ですけれども，そうい

った補助金しか存在しないということが分かりました。もし，今回こういった

新たな課税をするのであれば，やはり流通させるため，あるいは，売りやすく

するための補助金のようなものを併せて考えてあげないといけないのではない

のかと思いました。  

  そういったことで，市街化調整区域等については，免除をすべきと考えてお

ります。  

  簡単ですけれども，以上でございます。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

  そもそも，この審議会に入らせていただいたときから，私はセカンドハウス

大賛成という形で思っております。なぜかというと，私も委員と同じで町家を

販売している確率が高く，京都市外の方が京町家を求めて購入したいとやって

来ます。その人達は，お金をかけて改装してくれるのです。ぼろぼろで何も手

がつかない町家と，改装されている町家でいうと，私はどんどんセカンドハウ

スで買ってもらえばよいのではないかと思っております。  

  例えばこういった税制に関しても，あまり多くの税金をかけることに対して

は，正直申してあまりよいことではないと思っております。  

  それから，「負担を求める理由」の（理由１），（理由２）なのですけれど

も，最近の傾向として，「デュアル居住」という言葉があります。要は，２箇

所で生活をすることが普通の生活です。どうやって本拠地のない住宅を決める

のだというような，ここの言葉に出てくる本拠地というのがどこなのかとなり

ます。デュアル居住に本拠地は２つです。だから，そのような人達をどう取扱

うかということと，リモートの問題，例えば，京都で仕事をすることができる

ようになりましたという方がおられて，京都で町家を買うという人がいるので
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すね。この人達は，元々東京でしか仕事ができなかったのに，リモートのおか

げで京都で仕事をすることができるということになったわけです。この人達は，

おそらく京都で仕事をするけれども，東京にも住まいがあるのだと思うのです。  

  だから，セカンドハウスといったものと今の住宅のニーズとの間に少し違和

感を抱いていて，別荘なんかはもっと違和感を抱きます。さすがにここの会議

でも別荘という言葉は出てきませんよね。ですから，それと一緒なのですけれ

ども，セカンドハウスでも，私は違和感を抱いていて，皆様の思っているセカ

ンドハウスと，私の思っているセカンドハウスは違うのではないかと，こんな

思いをしております。  

  それから，今度相続登記がおそらく施行されると思います。来年位に国会に

出るのだと思うのですが，そうすると必ず相続という問題が出てきます。私も

現在，相続放棄をされている町家の問題がありまして，これはなかなか解決し

ていません。なぜそのような話になるかというと，私のお客様の隣の家が相続

放棄の町家で，そこの影響で雨漏りがするのです。何とかしてほしいと言って

京都市に言っても，あまり京都市が悪いと言ったらいけないけど，動いてくれ

ないのです。なぜかというと，まず，相続放棄されているかどうか私たちが調

べるやり方がないのです。私たちは，区役所へ行って戸籍をくれといっても，

他人の戸籍があげられることもないし，本当に相続放棄されているかを裁判所

に確認するにしても，その資料がないといけなくて，本当に一般市民は業者も

含めて調べるのが大変なのです。  

  この相続放棄がこれからどんどん出てくるような気がします。ですから，も

ちろん山間部の農家なんかは，もう相続放棄の典型的な物件になると思うので，

この辺りのところをうまいこと税制で行ってもらわないと大変かと思っており

ます。  

  それから，住居に関しましては，私も市街化地域でよいと思っており，調整

区域は要らないと思っています。立地適正化法のエリアに居住誘導とあるので

すけれども，これは工業地域を外されているのです。この工業地域を外されて

いるのはちょっと問題で，一般に居住誘導だけで行ってしまうと間違いが起こ

るのではないかと思います。  

  また，京都は特殊出生率がすごく落ちていまして，中京区と下京区と東山で，

もう１．０を切って０．９とか，そんな状態なんです。これは，おそらく，よ

く言われている京都の土地が高いからとか，住みにくいからという問題じゃな

いと思います。もっと他に問題があって，京都を，それこそ住民が住みやすく

するための施策として皆様がおっしゃったと思うのですけれども，土地建物以

外の理由があるんじゃないかと思っております。だから，そこをやらないと何

をやっても意味がないと思います。  

  それから，政策課題に合わせた税制になったほうが私もいいと思っていまし

て，やはりコンパクトシティにするならそれに見合うようなエリアでも選定を

したらいいかなと思います。  

  あと，京町家なんですけれども，私も京町家をやっているんですけれども，
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ここで，例えば課税免除は本当はしてほしいと思っていますけれども，では課

税免除したからといって京町家が潰れないのかといったら，これは違う問題な

のです。ですから，根本的には京町家が残る方向にしてもらいたいし，なおか

つ，京町家を改装している人に対して課税するのは嫌だなと，こんなことを感

情的には思っています。  

  カルテをとるとかいう点についても，カルテの数はそれほど多くなく，カル

テをとるだけで５万５，０００円かかるのです。ですから，お金がかかるし，

難しいのではないかと思います。  

  あと，課税対象の見分け方はすごく難しくて，先ほど，倉庫は課税を免除し

てよいのではないかとおっしゃった委員がおられましたが，おそらくそういう

人達は，私は倉庫に使っていると言い切るんです。だから，倉庫だと言われた

ら，じゃあ課税をやめましょうかという話になるので，これを担当者が判断す

るということは難しいから，なるべく明瞭な対象にしていった方がよいかと，

このように思います。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

 まず，「負担を求める理由」に関してなのですが，（理由１）については，

居住を促進するという部分に関しては私は賛成なのですけれども，土地建物お

よび有効活用を誘導するためという部分に関していうと，先ほど委員がおっし

ゃったように，二拠点居住等もそうですし，別荘もそうなのですけれども，こ

の別紙１－２で事例であげてもらっている事例１，事例２，事例４，事例６と

いうのは決して活用されていないわけではなくて活用されているので，活用さ

れているものにも課税をするという意味で，この理由はちょっと通らないので

はないかなと思っています。  

  そういった意味でいうと，（理由２）の居住者のない住居に関する受益者負

担ということに関しては正しいと思うので，私個人的には，これは居住を促進

することを目的に課税するという理由が正しいのではないかと感じました。そ

の根本は，持続可能なまちづくりを支えるために居住を促進したいのだという

ことが分かりやすいのかと思いました。  

  「課税対象」についてですが，まず，納税義務者に関しては，居住の促進と

いうことを理由にするので，居住実態のない住宅の所有者はすべて免除はなし

に課税するという考え方でよいと考えます。  

  あと，物件に関してもそうなのですけれども，特に課税免除を特別設ける必

要はないかなと思っていまして，京町家もそうですし，賃貸を予定しているも

のとか売却を予定しているものに関しても一律課税をするとして，ただし，一

定免除できるものに関しては申請をしなさいよというような形で設けておけば

いいのかと思います。  
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  あと，固定資産税の評価額が２０万円未満のものとか，非課税のものに関し

ては課税されないというふうになっているのですけれども，やはり立地条件を

見ないといけないと思います。本当にまちなかの古い建物であれば，固定資産

税額が低いので，課税されなければそれは居住を促進することにならないので，

そこについても免除しなくてよいと思います。  

  手法で言うと，皆様から評判がよくない【案３】のすべての課税対象につい

て一定額を課税するというものがよいと思っていて，ただし，一定額，例えば

１万円というのでは低いということに関しては，逆に固定資産税の税額で階層

を設けて，固定資産税額が一定額，１万円未満であればいくら，１０万円を超

えればいくら，といった形で，階層を設けてやれば，担税力の不公平というの

は無くすことができるのではないかと思いました。  

  名称に関しては，京都市に３つほど挙げていただいていますが，私は，先ほ

ども言ったように，居住促進という観点で税制を考えたときには，利活用とか

有効活用という言葉はあまりふさわしくないと思うので，居住促進税のような

形の名称が分かりやすくてよいのではないかなと思いました。  

  また，エリアについて，市街化区域，市街化調整区域の話がありましたけれ

ども，都市計画区域外も京都市の中にはありますので，都市計画区域外及び市

街化調整区域というのはこの税からは免除，除外したほうがよいのではないか

と思います。その地域の居住を促進したいのであれば，別の方法で促進方法を

考えたほうが分かりやすいかなと思いました。  

  以上です。  

○委員長  

 ありがとうございました。  

  続きまして，お願いいたします。  

○委員  

  ただ今まで多くの委員の方の御意見を伺って，私もこの検討委員会の中でこ

の原案を検討させていただいたという経緯があって，非常に興味深く聞かせて

いただきました。また，大変示唆に富むというか，この税を実際により詳しく

デザインしていく際に考えなくてはいけないことを多数指摘していただいてい

ると思います。  

  それで，私なりの意見は，この案の中に入ってはいるのですけれども，少し

紹介させていただきますと，まず，「負担を求める理由」につきましては，そ

もそもこの税の検討のときには，例えばセカンドハウス等で家屋を保有してお

って，したがって居住実態がなくてほとんど市に対する貢献がゼロというわけ

ではないにしても少ない，そういった人にどのような負担を求めるのかという

ようなことも，出発点としては非常に大事なところです。  

  （理由１）は利活用です。これは，もちろん当初からの理由であります。  

  また，先ほど言いましたような居住実態のない人に負担を求めるという考え

方については，当初と少し考え方は変わっておりますけれども，受益や社会費

用に見合った負担を求めるということで，残すことができたのかと思います。  
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  ただ，ここで考えるべきは，委員に御指摘いただきました，それでは（理由

２）の観点を考える際に住民税の負担とのバランスはどうするのだという，こ

れは非常に大事なことであると思います。京都市の住民税といいましょうか，

市税の負担等の金額等も考え合わせながらやはり具体的な，例えば別紙１－２

などを検討するかという観点を持たせていただきましたところです。  

  それから，もう１点は，京都は大変まちとしての魅力が強いところですから，

住宅の活用を図ったとしても，私はセカンドハウス的な居住の仕方というのは

これからもまた増えてくるのだろうと思います。そのようなことに関しては，

これは程度ということにもなるのですけれども，やはり（理由２）を現在は使

うとしながら，さらに，２０２５年問題なども見ながら，また，今後の展開も

見ながら，一定第２の市民税的な考え方も，答申の中にどこかに残していただ

きたいなと思うことです。  

  ２番目の対象範囲と程度については，住宅の活用の地域ということに限定す

るということは，やはり考えておかなくてはいけないことで，本日も新たに都

市計画区域外はどうするのかといった御指摘をいただいたところです。ここに

ついても，今後，検討しなければならないのだろうと思うわけです。  

  市街化調整区域についても，大方の委員の方が考えておられるのは，やはり

新たに活用するという範囲には当たらないのではないかということで，京都市

の都市の持続可能性を高める上でも，やはりコンパクトシティという考え方は

ここでも持たなくてはいけないのかということです。  

  それから，対象ですけれども，京町家についての取扱い，これは非常に難し

い別の政策判断も必要であると思います。京町家を保全するというような目的

は，京都市はこれまでから持ってこられたわけですから，それと矛盾するよう

な進め方はできないということとともに，やはり京町家保全に対する考え方は，

他の例えば補助金だとか，誘導政策を用いるということは非常に大事であると

思います。それとの関係でいいますと，このような税を新たに課すときの税収

の使い道の一つの例として，そういった町家の保全のようなことを考えてもよ

いのかと思います。  

  それから，同様に住宅の活用という観点では，京都市は古くから空き家の活

用において努力しておられて，本日も資料が出てきておりますけれども，資料

５の１ページ目の左の下のほうを御覧いただきましたら，二次的住宅，種類別

の空き家数の動向ということで，その中で，二次的な住宅とか，賃貸用とか，

売却用，ここについてはこれまでの政策で一定の成果が上がってきておるとい

うことです。市場性があるところは，これまでの政策は一定の成果を持ってき

ているということなのですが，その下，その他の住宅ということを御覧いただ

きましたら，これはほとんど変わっていないということでございます。  

  要は，市場に出てこないような住宅の活用ということは，この住宅活用の中

では非常に大切になってくるということです。その一つの方法として取り組ん

でおられるのが，地域の中でどう解決していくのかということです。これは，

地域のコミュニティバランスという意味で，子育て世代をいかに誘導してくる
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かということとも関係があると思いますが，そのような観点からも，例えば，

この税収の使い道の一つとして，京都市の特色ある空き家活用の政策の推進と

いうことを検討してもらってもよいのかと思います。  

  それから，同じ観点は，この税の負担をどの程度とするかということについ

ても，やはり大きく関連していくということですね。市場性がないだとか，例

えば細街路だとか再建築不可とかいう物件については，このような税の一律的

な課税だけではなかなか検討はできないのですけれども，そのようなものにつ

いても一定利用が進むような税額であって，しかも，利用を進めるためにはそ

れだけではなく，誘導的な別の積極的に働きかける政策を行っていかざるを得

ないと思うことです。  

  また，同じことの繰り返しになりますけれども，税収についてはきめ細かい

政策についての配慮をお願いしたいと思うことです。  

  第４点といたしまして，制度設計についてということなのですけれども，こ

の制度設計につきましても，本日多くの御意見をいただきまして，【案１】と

【案２】といった何らかの形で固定資産税の評価，さらには立地の評価に関連

するような税の設計がよいのではないかという意見と，それから，活用という

側面を見て【案４】に立地，ないしはさらに追加的な条件を加えるのがよいの

ではないかという意見が強かったように思います。ここについては，もう少し

議論を進めながら政策効果だとかあるいは影響，特に，住民税と比べてどうか

とか，あるいは現行の固定資産税と比べてどうなのかという点も，回ごとに御

指摘いただいたと思うのですけれども，そういったような観点も踏まえて検討

していく必要があるのではないかと思いました。  

○委員長  

  ありがとうございます。時間の関係でもう私のコメントは全て省略させてい

ただきます。というのは，せっかくの機会なので，今，一応一巡しましたけれ

ども，追加的に何なりとおっしゃっていただいたほうがありがたいということ

です。では，お願いします。  

○委員  

 すみません，１点だけ私が説明不足だったのですが，私は【案３】で固定資

産税ごとに階層を設けてと言ったのですが，この固定資産税額ごとにというの

は，土地の固定資産税額も含めた額のことです。それで立地係数が入ることに

なるので，建物だけではなくて土地も建物も含めた固定資産税額ごとに一定階

層を設けて，一律に階層ごとに課税するという方法ということです。  

  すみません，説明が不足しておりました。  

○委員長  

 はい。ありがとうございます。あと，どなたでも結構です。本当に遠慮せず

御発言ください。では，お願いいたします。  

○委員  

 本日はできるだけ具体的な制度設計についてということだったのですけれど

も，意外に本質的な問題も皆様提起されましたので，大事だと思ったことを少
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し私からもコメントさせていただきたいと思います。  

  一つは，委員がおっしゃったことで，委員も言及されましたけれども，住民

税と今回の新税とのバランス問題です。確かにこの税は一義的には税収という

のを目的としているわけではなく，どちらかというと政策目的というところが

あるという意味では，新税と市民税を見比べたときにどちらが得か損かという

ことを考えたときに，結果的に市の税収が減ることになるようなことをどこま

で気にするかということです。  

  政策目的ということでいうと，むしろ空き家にしておいたほうが負担が大き

くなるようにしておかないといけないわけです。結果として，市民税のほうが

安いから居住しようとなっても，それは本来目指すところであると考えるべき

ではないかなと思うのです。  

  いや，そうは言ってもプラスマイナスで言うとマイナスになるじゃないかと

いう話なのですが，そもそもこの税が現在はない状態ですので，税をかけて，

そして住んでもらう。確かに２つの税の見合いでいうとマイナスになってしま

すかもしれないですが，その人が住まれるということによって市の魅力が向上

していきます。税源の涵養という言い方を最近よくするのですが，長期的に見

れば，その方が住んでいただけるという選択をすることによって，まちが活性

化したり，あるいはまちの価値が上がり固定資産税が増収したりという効果が

あります。どれぐらいの時間軸で見るかということで税収というのは考えてい

かないといけないのではないでしょうか。  

  それから，逆に，空き家のまま放置されるという状態が続くと，ここで書い

てあるような社会的費用，これがずっと発生し続けているという状況になりま

すので，そのために行政施策にかかる費用というものが増えていくということ

を考えると，居住してもらうことによって社会的費用にかかっていた税収とい

うものが節約できるということも含めて考えるべきなのかということが一つあ

ります。  

  それから，もう一つ，委員から，この空き家問題そのものは別に京都独自の

問題ではなくて，オールジャパンの問題ではないかという御意見がありました。

私も全くそのとおりだと思います。ただ，京都市が最初にやることに意義があ

るのかなというところが一つあります。もし，これが全国的に程度の差はあっ

ても似たような問題があるのであれば，京都市がこういう税制を導入したこと

によって，全国的に広がっていくというのは，それは望ましいことではないか

と思いますし，京都市のプレゼンスも上がっていくのではないかということが

一つです。  

  もう一つ，同じく委員がおっしゃった，この税制のみによる解決，空き家を

放置するという状態が，例えば課税によってインセンティブがかかり，何らか

の形で活用するといったときに，では，その活用するために何らかのサポート

が必要な人もいるんじゃないかと，これに関しては，全く私もそのとおりだと

思っておりまして，この委員会でも，他の政策とうまく組み合わせながらそう

いうものを促進していくということでよいのではないかという議論になってい
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たのかと思いました。  

  それから，３点目なのですけれども，委員が重要な点，時限立法の話に言及

されたと思います。政策目的が果たせたら，もうこの税の役割は終えたのだか

らということになるのか，ならないのかということなのですが，それも，全く

一理あると思って聞いていたのですが，では，この税がなくなってしまうと再

び空き家が増えるということが，もしかしたら起こるかもしれません。つまり，

効果の持続可能性というのを担保しようと思うと，空き家問題がなくなったと

いうことで止めていいのかどうかということを考えないといけないということ

です。  

  最後に，京町家の話です。これについては，私は具体的に申し上げなかった

のですけれども，これは，２つの意見があったと思います。止めておこうとい

う話と，むしろ京町家といえども空き家なのだから促進していくべきだという

話と。この間をとるような議論も，もう少ししないといけないのかなと思いま

した。委員がおっしゃったように，京町家に関しては同じように居住を促進す

るのだけれど，京町家の，例えば風情とか外観というものを守ってもらった上

での活用ということを，少し規制をかけさせてもらう形で居住を促進する，た

だし，その整備に当たっての補助というか，今回の税収を使ってサポートする

というやり方もあるかと，私もお話を聞いていて思いました。  

  以上です。  

○委員長  

  ありがとうございました。  

  先ほど来の委員と先ほどの委員のお話で，ほぼ本日の議論のある種のまとめ

と今後の課題は整理がされていると思いますので，私からあえてまとめること

は省略させていただきたいと思います。  

どうぞ。  

○委員  

 論点になっているところについて，もう一度申し上げますが，（理由２）と

いうのが，今の委員のお話も，もっともな点もあるのですが，どうしてもこの

【案１】だとか【案２】にするのなら，この【理由２】を書き換えなければい

けないと申し上げます。つまり，居住者のない住宅にかかる受益や社会的費用

に見合った負担ではなく，居住者のない住宅にかかる資産価値に見合った負担

を求めると書かないと，このままでは【案１】，【案２】がいくらいいといっ

ても，目的と税の実態が違いますと訴えられたら，私が裁判官ならこれは違い

ますねと言ってしまいます。  

  だから，どうしても【案１】，【案２】にこだわる意見が強いのなら，そも

そも（理由２）を書き直してもらわなければいけないと思います。もちろん，

私は先ほど申し上げましたように，（理由２）は現行が妥当だと思っています。

資産価値に見合った課税をしますなんて，何のために，それは委員が明確にお

っしゃっていたように，固定資産税の改正です。そもそも総務省が私は黙って

いないと思うのです。そこのところ，私が言っているのは，（理由２）をこの
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ように書くのであれば，【案１】，【案２】は採用のしようがありませんよと

言っているのであって，【案１】，【案２】ありきなのでしたら，居住者のな

い住宅にかかる資産価値に見合った負担を求めると書くべきであると，そのよ

うに申し上げておきます。  

○委員長  

 はい。ありがとうございます。少しそれは違う見解もあり得るので，今後の

検討とさせていただければと思います。  

  他にございますか。よろしいですか。時間が押しているので，もし何かあれ

ば遠慮なく事務局のほうにお知らせいただければありがたいと思います。  

  一応，ほぼ本日議論すべきものはしたと思います。あと，特に本日の議論も

含めた進行等に関し，委員の皆様からの何か御意見等はございますか。  

  特になければ，時間も少しオーバーしましたので，進行を事務局に返したい

と思います。よろしくお願いします。  

○事務局  

 委員長，誠にありがとうございました。委員の皆様方におかれましても，活

発な御議論をいただき本当にありがとうございます。  

  第４回につきましては，本日頂戴させていただきました具体的な論点につい

てまとめ，併せ，今後取りまとめに向けてパブリックコメントもしていきたい

と考えてございますので，その案について御提示できればと事務局で考えてい

るところでございます。この点につきましては，また委員長にお諮りをしなが

ら，資料整理をしてまいりたいと，このように考えているところでございます。  

  それでは，最後に，本検討委員会の閉会に当たりまして，鈴木副市長から御

挨拶を申し上げます。  

○鈴木副市長  

 副市長の鈴木でございます。委員の皆様，今日は本当に熱心な議論を賜りま

した。本当にありがとうございます。また，年末のお忙しい中でありますけれ

ども御出席いただきましてありがとうございます。  

  私も今，本当に熱心な御議論を伺っておりまして，非常に心強く感じており

ます。特に，（理由１）と（理由２）という形で挙げさせていただいておりま

すけれども，これは委員の皆様方の中でも，それぞれのウエートをそれぞれの

立場から論じていらっしゃって，また，この離れた（理由１）と（理由２）が

そもそも成り立つのかという根本的な議論もいただいていました。  

  委員には，各委員からの御意見をまとめていただいた中で，あらゆる施策の

融合ということ，これが非常に大事だろうということをおっしゃっていただい

ておりますけれども，都市構築プランも含めて，まさにこの京都のまちで市民

の皆様がずっと住んでいただくというために，子育て・福祉を含めたあらゆる

政策ということを強く言ってきてございます。この中には財政も入っておるわ

けでありまして，そういったことも含めて，それぞれの施策がそれぞれのとこ

ろを横睨みしながら，どうやって連動していけるかということが京都市全体に

課せられた大きな課題と思っておりますので，強く肝に銘じて進めてまいりた
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いと思ってございます。  

  また，住民税をどこで払うかという第２住民税というキーワードもいただき

ましたけれども，これもこれからますます全国的な議論になっていくかと思い

ます。京都が先んじてということで，委員にもおっしゃっていただきましたけ

れども，確かに，求心力のある，資産保有としては非常に求心力のあるまちで

あろうと思っておりますので，ここに着目して何か新たなチャレンジができな

いかなということで，委員の皆様方に引き続きお世話になりたいと思います。  

  また，来年，年が明けて早々にまた御厄介をおかけすることになるかと思い

ますが，どうぞよろしくお願い申し上げます。  

  本年は大変お世話になりまして，ありがとうございました。また来年もよろ

しくお願い申し上げます。  

○事務局  

 それでは，これをもちまして，第３回持続可能なまちづくりを支える税財源

のあり方に関する検討委員会を閉会させていただきます。  

  本年も，残すところ数日となりました。委員の皆様方には大変お世話なりあ

りがとうございました。来年も引き続き，どうぞよろしくお願い申し上げます。  

 

 


